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 総価契約単価合意方式の適用
１）本工事は、「総価契約単価合意方式」の
対象工事である。本工事では、契約変更
等における協議の円滑化に資するため、
契約締結後に、受発注者間の協議により
総価契約の内訳としての単価等について
合意するものとする。

⒠ 在籍出向者等を配置予定技術者として配
置する場合は、「建設業者の営業譲渡又は会
社分割に係る主任技術者又は監理技術者の
直接的かつ恒常的な雇用関係の確認の事務
取扱いについて」（平成13年５月30日付け国
総建第155号）、「官公需適格組合における組
合員からの在籍出向者たる監理技術者又は
主任技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係
の取扱い等について（試行）」（平成28年３
月24日付け国土建第483号）、「親会社及び
その連結子会社の間の出向社員に係る主任
技術者又は監理技術者の直接的かつ恒常的
な雇用関係の取扱い等について（改正）」（平
成28年５月31日付け国土建第119号）又は
「持株会社の子会社が置く主任技術者又は
監理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係
の取扱いについて（改正）」（平成28年12月
19日付け国土建第358号）において定めら
れた在籍出向等の要件に適合しているこ
と。

２）本方式の実施方式としては、
イ）単価個別合意方式（工事数量総括表
の細別の単価（一式の場合は金額。下
記ロ）において同じ。）のそれぞれを算
出した上で、当該単価について合意す
る方式）
ロ）包括的単価個別合意方式（工事数量
総括表の細別の単価に請負代金比率を
乗じて得た各金額について合意する方
式）があり、受注者が選択するものと
する。
ただし、受注者が単価個別合意方式を選
択した場合において、上記１）の協議の開
始の日から14日以内に協議が整わないとき
は、包括的単価個別合意方式を適用するも
のとする。
３）受注者は、「包括的単価個別合意方式」
を選択したときは、契約締結後14日以内
に、契約担当課が契約締結後に送付する
「包括的単価個別合意方式希望書」に、
必要事項を記載の上、当該契約担当課に
提出するものとする。
４）その他本方式の実施手続は、「総価契約
単価合意方式実施要領」及び「総価契約
単価合意方式実施要領の解説」によるも
のとする。

 本工事は、工事実施にあたって不足する
下請け等の技術者や技能者等を、通常考え
る工事実施地域外から広域的に確保せざる
を得ない場合に、「共通仮設費（率分）のう
ち営繕費」及び「現場管理費のうち労務管
理費」の一部の費用（以下「実績変更対象
費」という。）について、契約締結後、労働
者確保に要する方策に変更が生じ、土木工
事標準積算基準書の金額相当では適正な工
事の実施が困難になった場合は、実績変更
対象費の支出実績を踏まえて最終精算変更
時点で設計変更する試行工事である。

 本工事は、建設業の担い手確保・育成の
ため、建設現場への新規入職者を増やす環
境作りの一環として、現場閉所の週休２日
化を促進する対象工事（発注者指定型）で
ある。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 近畿地方整備局における鋼橋上部工事に係
る一般競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、近畿地方
整備局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再認定を受けていること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成15年度以降に元請として製作及び架設
据付を行い完成し、引渡しが完了した下記
及びの要件を満たす工事（発注機関は問わ
ない。）の施工実績（以下「同種工事の実績」
という。）を有すること（甲型共同企業体構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の場
合のもの、乙型共同企業体構成員としての実
績は、出資比率にかかわらず各構成員が施工
を行った分担工事のものに限る。また、事業
協同組合構成員の実績は認められない。）。
ただし、下記及びは、同一工事の施工
実績を有すること。
 道路橋（ＴＬ－20以上）又は鉄道橋（モ
ノレール及び新交通は除く。）の工事。
 鈑桁橋を除く鋼橋、鋼製橋脚又は鋼橋主
塔の工事。
なお、経常建設共同企業体（以下「経常Ｊ
Ｖ」という。）にあっては、構成員のうちの１
社が平成15年度以降に元請として製作及び架
設据付を行い完成し、引渡しが完了した同種
工事の実績を有するとともに、その他の構成
員はそれぞれ平成15年度以降に元請として製
作及び架設据付を行い完成し、引渡しが完了
した下記の要件を満たす工事（発注機関は

問わない。）の施工実績（以下「その他構成員
の実績」という。）を有すること（甲型共同企
業体構成員としての実績は、出資比率が20％
以上の場合のもの、乙型共同企業体構成員と
しての実績は、出資比率にかかわらず各構成
員が施工を行った分担工事のものに限る。ま
た、事業協同組合構成員の実績は認められな
い。）。
 道路橋（ＴＬ－20以上）又は鉄道橋（モ
ノレール及び新交通は除く。）の工事。
同種工事の実績及びその他構成員の実績が
国土交通省が発注した工事（港湾空港関係を
除く。）のうち入札説明書に示すものに係る実
績である場合にあっては、工事成績評定点合
計が入札説明書に示す点数未満であるものを
除く。
 次の基準を満たす監理技術者又は主任技術
者（以下「配置予定技術者」という。）を当該
工事の現地での架設据付期間に専任で配置で
きること。
ただし、本入札公告において申請できる架
設据付現場の配置予定技術者は、１名とする。
上記１の工事概要で記載した複数の工事に参
加を希望する場合でも、架設据付現場の配置
予定技術者は１名のみとし、２名以上申請し
た場合は、欠格とする。
なお、製作現場（工場）の配置予定技術者
と架設据付現場の配置予定技術者は同一でな
くてもよいが、同一でない場合は、それぞれ
が次の基準を満たすこと。
また、製作現場（工場）の配置予定技術者
は下記⒝の同種工事の経験は必要としない。
⒜ １級土木施工管理技士、２級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。
⒝ 平成15年度以降に元請として架設据付を
行い完成し、引渡しが完了した上記及
びの要件を満たす工事（発注機関は問わ
ない。）の経験（以下「同種工事の経験」と
いう。）を有する者であること（甲型共同企
業体構成員としての経験は、出資比率が
20％以上の場合のもの、乙型共同企業体構
成員としての経験は、出資比率にかかわら
ず各構成員が施工を行った分担工事のもの
に限る。）。

ただし、上記及びは、同一工事の
施工実績を有すること。
なお、明示した同種工事の経験に携わっ
ていたことが確認できる工事に限る。
また、上記の期間に１年以上の産前・産
後・育児休業、介護休業及び傷病休業（以
下「長期休暇」という。）を取得した場合は、
長期休暇期間に相当する期間を実績として
求める期間に加えることができる。
同種工事の経験が、国土交通省大臣官房
官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局
及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注
の工事（いずれも港湾空港関係を除く。）の
うち入札説明書に示すものに係る経験であ
る場合は、工事成績評定点の合計が入札説
明書に示す点数未満であるものを除く。
⒞ 配置予定技術者が、監理技術者の場合は、
監理技術者資格者証及び監理技術者講習修
了証を有する者であること。
⒟ 配置予定技術者（及びその他構成員の配
置予定技術者）については、直接的かつ恒
常的な雇用関係（申請書及び資料の提出期
限の日以前に３ヶ月以上の雇用関係）があ
ること。
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